
令和元年度 

宜野湾市訪米要請行動 
報告会 

宜野湾市 基地政策部 基地渉外課 

令和元年６月26日（水） 



これまでの主な経緯 

平成８年12月 
「ＳＡＣＯ最終報告」で「今後５年乃至７年以内に、十分な代替施設が完成し

運用可能になった後、普天間飛行場を返還する」と合意 

平成16年８月 沖縄国際大学へ米軍ヘリが墜落 

平成18年５月 
在日米軍再編協議最終報告（日米ロードマップ）において、普天間飛行場代替

施設の建設は２０１４年までの完成を目標とすることを合意 

平成24年10月 ＭＶ-22オスプレイの配備が開始（平成25年９月配備完了） 

平成25年４月 
日米両政府による「沖縄における在日米軍施設、区域に関する統合計画」におい

て、普天間飛行場の「2022年度またはその後」の返還時期を公表 

平成26年８月 
普天間飛行場所属のＫＣ-130空中給油機全15機の岩国飛行場への 

移駐完了 

平成29年７月 普天間飛行場東側の土地（約４ｈａ）の土地返還 

平成29年12月 普天間第二小学校グラウンドへ米軍ヘリ窓が落下 

令和元年６月 浦添市内中学校へ米軍ヘリの部品が落下 

普天間飛行場返還問題 
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騒音被害の深刻化 
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普天間飛行場負担軽減推進会議 

 基地負担軽減に向け、政府、県、市の三者で構成される
普天間飛行場負担軽減推進会議が開かれています。 

取り組みの成果  

 平成26年8月:普天間飛行場所属KC-130空中給油機  

           全15機の岩国飛行場へ移駐 

 平成28年9月～:オスプレイ等の訓練移転 

 平成31年2月～:普天間基地司令官との意見交換会 4 



訪米要請行動の趣旨 

返還合意から23年が経つ今なお宜野湾市民が抱える未だ

変わらない過重な基地負担の現状と、これ以上普天間飛

行場を固定化・継続使用することは絶対にあってはならない

という地元の生の声を直接伝え、普天間飛行場の一日も

早い閉鎖・返還と、返還されるまでの間の危険性除去およ

び基地負担軽減の実現を引き続き要請し、早期の解決を

訴える。 

返還後の跡地利用を見据えた人材育成の観点から取り組

んでいる本市中学生の海外留学事業について紹介するとと

もに、留学時に米国政府関係者との面談や施設見学等が

実現できるよう日米両政府の協力を要請する。 

○

   

○
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主な日程 
日付 内容 

5月13日 月 

ワ
シ
ン
ト
ン 

・東京発／ワシントン着 
【意見交換】米国先端政策研究所（CAP） 
【意見交換】戦略国際問題研究所（CSIS） 

5月14日 火 
【要請】国防総省 
【意見交換】スティムソンセンター 

5月15日 水 
・在アメリカ合衆国大使館からのブリーフィング 
【要請】国務省 
・記者会見 

5月16日 木 
・ワシントン発／ハワイ ホノルル着 
・ハワイ宜野湾市人会との交流 

5月17日 金 ハ
ワ
イ 

【要請】米太平洋海兵隊 
【意見交換】東西センター 
【意見交換】アジア太平洋安全保障研究センター（APCSS) 
・ホノルル市長とブリーフィング 
・在ホノルル総領事館でのブリーフィング 

5月18日 土 ・ハワイ ホノルル発／沖縄着（翌日） 

D.C 
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要請事項 
1. 普天間飛行場を絶対に固定化・継続使用せず、一日も早い閉鎖・返還を  
実現すること 

2. 日米両政府の真摯な協議の下、普天間飛行場の返還期日を早期に   
確定させること 

3. 返還されるまでの間の普天間飛行場の危険性除去及び基地負担軽減に  
ついて、市民が実感できるよう、日米両政府においてこれまで以上の     
取り組みを行うこと 

4. 日米両政府で合意されている｢普天間飛行場における航空機騒音規制  
措置」を厳格に遵守し、市民が特に苦しむ夜間飛行及び住宅地上空に  
おける旋回飛行訓練を行わないこと 

5. 市民生活に甚大な影響を及ぼすジェット戦闘機をはじめとする外来機の  
飛来を禁止すること 

6. 普天間飛行場所属の米軍機による事故や緊急着陸等の事案が相次いで 
いる現状を踏まえ、同様な事案が二度と起こらないよう、原因究明とともに、

再発防止策を確実に講じ、安全管理の徹底を図ること 
7. 普天間飛行場に配備されているMV-22オスプレイを他の拠点へ移駐すること 
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パンフレット（英語版） 
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クオータリーミーティング 
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 普天間飛行場の跡地利用の取り組み 
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配置方針図 
※「配置方針図」は、上位計画
や現段階で推定される跡地
の現況にもとづいて作成した
ものであり、土地利用や道
路ルート・公園等の位置・範
囲等は確定したものではあ
りません。 
「配置方針図」は今後の取
り組みを踏まえて更新してい
くことを前提としています。 

※中部縦貫道路は、ルートを
検討中 

西普天間住

宅地区 

（約

51ha） 

普天間飛行場跡地イメージ 



ガバメント・クラウド・ファウンディング（GCF）
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アクセス道路の設置 
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第2回TOFUプログラム参加者報告会 
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米国政府関係者との面談（ワシントンD.C.） 

国防総省 

（５月１４日） 
 

●メアリー・ベス・モーガン 

      国防次官補代理代行 

●ポール・ヴォスティ 日本部長代理 

国務省 

（５月１５日） 
 

  ●マーク・ナッパ―  

       国務次官補代理 

  ●テッド・シ―ガ―  

       日本部長代理 14 



要請に対する反応 

国防総省 

普天間飛行場が人口密集地にある為、騒音

に対する懸念があることは理解している。 

地元の方々の理解がなければ、安定的な基

地の運用は出来ないので、基地負担軽減へ

努力するとともに、丁寧に対応していきたい。 

この間開催された２＋２においても、普天間

の危険性除去については辺野古が唯一である

ことを確認し、辺野古埋め立て 工事の進捗
の報告を受けたところ。 

もっと早く進捗すれば、普天間の危険性もより

早く除去されるだろう。 
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要請に対する反応 

国務省  これだけ人口密集地に飛行場がある状態が非常に厳しいということはよく理解できる。 

日米両政府が返還合意をしており、一日も 
早く普天間が返還できるよう努力していきたい
と思う。 

宜野湾市の皆さんの負担を少しでも軽減でき
るように日米両政府は努力していて、継続的
にどのように負担を軽減できるかと話し合いは
進められている。 

（TOFUプログラムについて）留学に関しては
好感を持っている。是非、力になれたらと思って
いる。 
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連邦議員との面談（ワシントンD.C.） 

マイケル・サン・ニコラス 
連邦下院代議員 
（５月１４日） 

民主党・グアム代表 

所属委員会： 

金融サービス委員会、国家安全保障、

国際開発および金融政策委員会、他。 
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シンクタンクとの面談（ワシントンD.C.） 

５月１３日 

 CSIS戦略国際問題研究所 

   ニコラス・セーチェーニ 

  日本副部長兼フｪロー 

 米国外に多大な影響力をもち、
米政府の外交・安保政策形成に
大きな影響力をもつ重要組織。 

５月１３日 

 CAP米国先端政策研究所 

  マイケル・フュークス  シニア・フェロー 

 主要な課題分野の政策チームと共に、
変化に繋がる新しい政策アイデアを開発

する。国家政策の議論において積極的に

動く。 18 



在アメリカ合衆国日本国大使館 

５月１5日 

 杉山晋輔特命全権大使 
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記者会見 

記者会見（5月15日） 

 ワシントンD.C.滞在３日目には、ナショナルプレス
センターにて記者会見を行い、これまでの訪米要請
行動の成果について説明をいたしました。 
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カネオヘ海兵隊航空基地 （５月17日） 

カネオヘ基地における地域の方への 

 理解・連携について 

ハワイにおける米軍基地の活動について 

海に面した基地の形態、運用について 

 

 カネオヘ基地司令官 

 ラウル・リアネズ大佐 

カネオヘ基地 視察の様子→ 
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シンクタンクとの面談（ハワイ） 

 ５月17日 

 APCSS 

  アジア太平洋安全保障研究センター 

 ヴァン・タイ 所長 

 太平洋地域の安全保障問題に関連する
軍事、経済、政治及び、外交政策の相互
関係に注目し、行政教育や政策研究を
行っている。 

５月17日 

東西センター 

チャールズ・モリソン  名誉シニア・フェロー 

 アメリカ、アジア太平洋の国家と人々と
の相互理解を促進する役割を担う。 

 専門的知識の構築や政策オプションの
活動を行う。 22 



その他、ハワイでの面談 

５月17日 

 在ホノルル日本国領事館 

 伊藤 康一 総領事 

５月17日 

 カーク・コールドウェル 

       ホノルル市長 
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ハワイ宜野湾市人会との交流 
（５月16日） 
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訪米の成果 

普天間飛行場をめぐる問題に直接関わる方々に地元の 

  生の声を伝え、早期返還の必要性を共有するとともに、   

  返還に向けて日米両政府が協力して取り組んでいくことを 

  再確認 

普天間第二小学校での事故をはじめ相次ぐ事故や 

   騒音問題について、国防総省・国務省・ 米軍に対し、     

   改善するよう直接申し入れ 

跡地利用を見据えた子ども達の人材育成の取り組み       

   を紹介し、協力を要請  
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ご清聴ありがとうございました 

令和元年度 

宜野湾市訪米要請行動報告会 

 最後に、外務省沖縄事務所をはじめとする 
本訪米にかかりご協力いただいた 
皆さまに心より感謝申し上げます。 


